
新たな総合計画について
「成長と成熟の調和による

持続可能な最幸のまち かわさき」を目指して

平成26年11月8日 かわさきの未来を考える市民フォーラム

川崎市長 福田 紀彦

０．市政への考え方と取組について
将来ビジョン

『成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき』を目指している。

「安心のふるさとづくり」と「力強い産業都市づくり」の調和によって、

⇒ 「最幸」のまちのシンボルである「子どもたちの笑顔」のあふれるまちを実現

安心のふるさとづくり 力強い産業都市づくり

子育て環境の整備

障害者施策災害に強いまちづくり

安心いきいき社会

市民自治の地域づくり

教育改革 成長分野のイノベーション推進

臨空都市拠点として基盤整備

持続可能な都市の成長を推進し
将来にわたって日本を牽引する

子どもからお年寄りまで
身近な市民生活を支える

市内企業の振興都市基盤整備

交通ネットワークの充実強化

「対話」 と 「現場主義」
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０．市政への考え方と取組について
安心のふるさとづくり ～こども・子育て支援～

女性の有業率は、30歳代後半を底（59.2%）とするＭ字型カーブを描いている。

⇒女性の社会進出なくして日本の成長はない。

そのための環境整備を 現場を持っている地方自治体で行う必要がある。

◎男女別、
年齢別有業率

出典：川崎市の就業構造

（平成２４年度就業構造基本調査結果）
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０．市政への考え方と取組について

安心のふるさとづくり ～こども・子育て支援～

認可保育所における待機児童数は、平成22年をピークに少しずつ減少。

①待機児童対策
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◎認可保育所の入所状況の推移
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０．市政への考え方と取組について
安心のふるさとづくり ～こども・子育て支援～

平成26年４月は、大幅に待機児童数を減少。

⇒ 引き続き、平成２７年４月の待機児童ゼロの達成に向けて取組を推進。

◎Ｈ２５．４月とＨ２６．４月の認可保育所入所状況の比較
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０．市政への考え方と取組について

安心のふるさとづくり ～こども・子育て支援～

神奈川県(24.9％）は、中学校給食（完全給食）の実施割合が、全国平均（83.8％）や関
東周辺の都道府県を大きく下回っている。

⇒ 平成２８年度に安全・安心で温かく美味しい中学校給食を全校実施。

②中学校給食の導入
◎学校給食（完全給食）実施割合（公立中学校数）

全国平均 83.8％

神奈川県
24.9％

東京都97.8％
山梨県
95.6％

茨城県
98.７％

群馬県
97.6％

栃木県
97.0％

埼玉県
99.5％

千葉県
100.0％

H24.5.1現在 文部科学省調査結果

～平成２８年度に安全・安心で温かく
美味しい中学校給食を全校実施～
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０．市政への考え方と取組について
安心のふるさとづくり ～教育改革～

子どもの学力の向上には、学校だけでなく、地域で支えていくことが求められている

⇒ 各区において、地域の寺子屋を開講

地域ぐるみで子どもの教育、学習をサポートする仕組みづくりを推進

～ねらい～
●子どもたちに、さまざまな学習機会を提供することにより、
学力向上や豊かな人間性の形成を図る。
●地域ぐるみで子どもの教育、学習をサポートする仕組み
づくりにより、地域の教育力向上を図る。
●シニア世代をはじめとする地域人材の知識と経験を活か
して、多世代で学ぶ生涯学習の拠点をつくる。

③地域の寺子屋

０．市政への考え方について
最幸のまち かわさきを目指して（５つの基本戦略）

「最幸のまち
かわさき」を
目指して

生命を守り
生き生きと
暮らすことが
できる
まちづくり

子どもを
安心して
育てることの
できる

ふるさとづくり

活力と魅力
あふれる
力強い
都市づくり

市民生活を
豊かにする
環境づくり

誰もが
生きがいを
持てる

市民自治の
地域づくり
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１．策定のねらいと基本認識
総合計画とは

総合計画は、市政運営の基本的な理念や方針などを体系的にまとめたもの。

⇒ 川崎市の将来に向けた道しるべ

「基本構想」・「基本計画」・「実施計画」の３層構造としていく予定。

（今後30年程度を展望）

（概ね10年の長期計画）

（４年の中期計画）

１．策定のねらいと基本認識
新たな総合計画の策定に向けた市民意見聴取

新たな総合計画の策定に向けて、まず市民の皆様の御意見を聴くことが必要。

⇒ 「川崎の未来を考える市民検討会」、区民祭等におけるシール投票、市民アンケート

などを実施

【開催状況】
 10/12(日)    区民   （麻生区役所）
 10/18(土) 幸区民祭（幸区役所）
 10/18(土) 多摩区民祭（生田緑地）
 10/19(日) 中原区民祭（等々力緑地）
 10/26(日) 宮前区民祭（宮前区役所）
 11/ 2(日) 市民祭 （富士見公園）

無作為抽出した各区600
人から参加希望者を募
り、このうち年代、性別等
を考慮して30人ずつを選
び７区で開催しました。

【開催状況】
・7/ 5(土) 川崎区（川崎市役所）
・7/20(日) 宮前区（宮前区役所）
・7/21(月) 幸 区（幸区役所）
・8/ 9(土) 高津区（高津区役所）
・8/10(日) 麻生区（麻生区役所）
・8/23(土) 中原区（エポックなかはら）
・8/31(日) 多摩区（多摩区役所）

各区区民祭では、シール投票を行いました。
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１．策定のねらいと基本認識
総合計画策定の流れ

市民アンケート

市民検討会
（無作為抽出

ワークショップ）

意
見
の
ま
と
め

市民アンケート

フォーラム等を

通じた意見聴取

と意識の共有

市民検討会議

意
見
の
ま
と
め

計
画
素
案

パブリック

コメント

市民集会

意
見
の
ま
と
め

有識者会議

庁内検討

計
画
案

新
た
な
総
合
計
画

平成２７年度平成２６年度

市
民
意
見
聴
取

検
討
会
議

庁
内
検
討

参加者の中

から１４名

公募

７名

区民祭のシール投票

本日の市民フォーラム

１．策定のねらいと基本認識

新たな総合計画の策定にあたっての基本認識は、大きく３つあると考えている。

⇒ 「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現のカギ

新たな総合計画の策定にあたっての基本認識

成長と成熟の調和による
持続可能な最幸のまち
かわさき の実現

「将来を見据えて
乗り越えなければ
ならない課題」への
いち早い対応

「積極的に
活用すべき川崎の
ポテンシャル」を
最大限に活用

「新たな飛躍に
向けたチャンス」を
的確に捉える
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２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題
計画策定にあたっての３つの基本認識

• 「将来を見据えて乗り越えなければ
ならない課題」へのいち早い対応

• 「将来を見据えて乗り越えなければ
ならない課題」へのいち早い対応課題

• 「積極的に活用すべき川崎の
ポテンシャル」を最大限に活用

• 「積極的に活用すべき川崎の
ポテンシャル」を最大限に活用ポテンシャル

• 「新たな飛躍に向けたチャンス」を
的確に捉える

• 「新たな飛躍に向けたチャンス」を
的確に捉えるチャンス

２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題

①少子高齢化のさらなる進展、人口減少への転換、生産年齢人口の減少

日本は既に、人口減少社会に突入しており、毎年20万人台後半もの人口が減少。

１９７０年
２０～３９歳
３，６３３万人
（３５．０％）
（２．９人に１人）

２０１０年
２０～３９歳
３，２２０万人
（２５．１％）
（４．０人に１人）

２０６０年
２０～３９歳
１，５０９万人
（１７．４％）
（５．７人に１人）

総人口
１２,８０６万人

総人口
８,６７４万人

年少人口
１,６８４万人
（１３.１％）

年少人口
７９１万人
（９.１％）

生産年齢人口
８,１７４万人
（６３.８％）

生産年齢人口
４,４１８万人
（５０.９％）

高齢人口
２,９４８万人
（２３.０％）

高齢人口
３,４６４万人
（３９.９％）

(注) １「年少人口」は０～１４歳の者の人口、「生産年齢人口」は１５～６４歳の者の人口、「高齢人口」は６５歳以上の者の人口

２（ ）内は年少人口、生産年齢人口、高齢人口がそれぞれ総人口のうち占める割合

資料 総務省「国勢調査(年齢不詳をあん分して含めて人口)」、同「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計

人口(2012年1月推計)」の中位推計より国土交通省作成

（推計）

年少人口

高齢人口

生産年齢人口

出典：平成２４年度版国土交通白書

S35  S40  S45  S50  S55  S60  H2   H7  H12  H17  H22  H27  H32  H37  H42  H47 H52  H57  H62  H67  H72
1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 (年)

（百万人）

１４０

１２０

１００

８０

６０

４０

２０

０

日本の将来人口・年齢別人口

毎年20万人台
後半の減少
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２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題
①少子高齢化のさらなる進展、人口減少への転換、生産年齢人口の減少

本市の総人口は、平成42（2030）年まで増加傾向だが、その後人口減少へ転換。
平成32（2020）年には、65歳以上の割合が21％を超える超高齢社会が到来。

川崎市の将来人口推計
152.2万人

（万人）

19.1

100.2

49.8

２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題
②厳しさが続く財政状況

平成２６年度一般会計予算を見ますと、少子高齢化などによる社会状況の変化によ
り、福祉や子育てなどの分野に対する支出が、約４割を超えている状況。

保健・医療・

福祉
の充実に

1,695億円

27.5%

道路・公園緑地

・河川・下水道

の整備と安全な

まちづくりに

938億円

15.2%子育ての支援に
930億円

15.1%

学校教育と

生涯学習に

521億円

8.4%

地域経済の発展に

367億円

6.0%

計画的なまちづくり

342億円

5.5%

行政運営に

308億円

5.0%

環境・

リサイクルに

276億円

4.5%

区政の振興に

180億円

2.9%

港湾の整備に

165億円

2.7%

共生と参加の

まちづくりに

96億円

1.5%

交通・水道の

経営安定に

19億円 0.3%

その他

333億円

5.4%

歳出総額

６，１７１億円

（１００％）

【平成26年度一般会計予算】

合計42.6％
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２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題
②厳しさが続く財政状況

「扶助費」は、近年、大変な勢いで増加を続けており、６年前の約1.5倍となっている。

扶助費の推移（普通会計決算）（億円）

生活保護

子育て支援
高齢者・
障害者支援

その他

扶助費合計

扶助費とは…
保育所整備などの子育て支援や、生活保護、高齢者や障害者支援のための経費

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

～1950 1956 1962 1968 1974 1980 1986 1992 1998 2004 2010

(㎡)

（年）

新耐震基準

（1982年以降と仮定）

2,305千㎡（63.7％）

旧耐震基準等

（1981年以前と仮定）

1,314千㎡（36.3％）

築30年以上
1,615千㎡
44.6％

築20

～29年

939千㎡
26.0％

築10

～19年

634千㎡
17.5％

10年後には70.6％が築30年以上

築9年

以下

431千㎡
11.9％

２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題

③老朽化の進む都市インフラ

本市の公共建築物は高度成長期の産業発展や人口急増を背景として、集中的に

整備が行われ、市民生活が豊かに。

⇒ しかし、10年後には、公共建築物の約7割が築30年以上となる見込み。

公共建築物の建築年別延床面積

※企業会計施設を除く 出典：「かわさき資産マネジメントカルテ」から時点修正

Ｓ２５ Ｓ３１ Ｓ３７ Ｓ４３ Ｓ４９ Ｓ５５ Ｓ６１ Ｈ４ Ｈ１０ Ｈ１６ Ｈ２２
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２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題
④産業経済を取り巻く環境変化

新興国の経済成長などにより、世界に占める日本の経済的な地位が低下

１０年間で、事業所数は２６．１％ （４９６所）、従業者数は１５．６％ （９，３６７人）減少。

1,904
1,408

59,866

50,499

出典：工業統計調査

H15
(2003)

H16
(04)

H17
(05)

H18
(06)

H19
(07)

H20
(08)

H21
(09)

H22
(10)

H23
(11)

H24
(12)

２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題

⑤災害対策や環境問題などの重要な課題

出典：地震調査研究推進本部事務局
（文部科学省研究開発局地震・防災研究課）

世界の地震の約1割が起こっている日本は、世界的に見ても地震による危険度大。
ゲリラ豪雨などの集中豪雨も増加傾向にあり、様々な災害が想定される。

※東海・東南海・
南海地震

南海トラフの地震
Ｍ８～Ｍ９クラス
７０％程度

安芸灘～伊予灘～
豊後水道の
プレート内地震
Ｍ６．７～７．４ ４０％程度

日向灘の
プレート間地震
Ｍ７．６前後 １０％程度

佐渡島北方沖
Ｍ７．８程度
３％～６％

三陸沖北部 ※
Ｍ８．０前後 Ｍt８．２前後
１％～２０％
(繰り返し発生する地震以外の地震)

Ｍ７．１～７．６ ９０％程度
※津波の高さから求める地震の規模

宮城県沖
Ｍ７．４前後 発生確率は不明
(繰り返し発生する地震以外の地震)

Ｍ７．０～７．３ ６０％程度

三陸沖南部海溝寄り
Ｍ７．９程度 ほぼ０％
(繰り返し発生する地震以外の地震)

Ｍ７．２～７．６ ５０％程度

三陸沖北部から房総沖の海溝寄り
津波地震
Ｍt８．６～９．０前後
３０％程度
(特定海域では７％程度)
正断層型
Ｍ８．２前後 Ｍｔ８．３前後
４％～７％
(特定海域では１～７％)

福島県沖
Ｍ７．４前後(複数の地震が続発)
１０％程度

茨城県沖
Ｍ６．９～７．６ ７０％程度
(繰り返し発生する地震以外の地震)

Ｍ６．７～７．２
９０％程度以上

東北地方太平洋沖型
Ｍ８．４～９．０
ほぼ０％

相模トラフ沿いのＭ８クラスの地震
Ｍ８クラス(Ｍ７．９～Ｍ８．６)
ほぼ０％～５％

プレートの沈み込みに伴う
Ｍ７程度の地震
Ｍ７程度（Ｍ６．７～Ｍ７．３）
７０％程度

〔凡例〕 ２０１４年４月２５日現在

確率は２０１４年１月１日現在

秋田県沖
Ｍ７．５程度 ３％程度以下

地震規模(マグニチュード)

海域の名称

３０年以内に
地震が起こる
確率

日本海東縁 日本海溝

日
向
灘

駿
河
ト
ラ
フ

相
模
ト
ラ
フ

※いわゆる首都直下地震

今後30年間に震
度６弱以上の地震
が発生する確率
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① 地域資源の活用・魅力発信（地域を知って、好きになってもらう）

② 活動への参加（活動に参加する・楽しむ）

③ ネットワーク化（活動の相互連携）

限られた資源や財源を有効に活用した、持続可能な社会を作り上げることが必要。

２．将来を見据えて乗り越えなければならない課題

地域人材の育成・
ネットワーク化に
向けたステップ

多様な主体の連
携による地域課
題の解決

⑥市民の主体的な取組を促し、地域でお互いに助け合う仕組みの強化

３．積極的に活用すべき川崎のポテンシャル
計画策定にあたっての３つの基本認識

• 「将来を見据えて乗り越えなければ
ならない課題」へのいち早い対応

• 「将来を見据えて乗り越えなければ
ならない課題」へのいち早い対応課題

• 「積極的に活用すべき川崎の
ポテンシャル」を最大限に活用

• 「積極的に活用すべき川崎の
ポテンシャル」を最大限に活用ポテンシャル

• 「新たな飛躍に向けたチャンス」を
的確に捉える

• 「新たな飛躍に向けたチャンス」を
的確に捉えるチャンス
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３．積極的に活用すべき川崎のポテンシャル
充実した交通ネットワーク

充実した道路網や鉄道網や、近年国際化した羽田空港に隣接しているなど、利便性の
高い交通ネットワークに恵まれている。

首都圏道路ネットワーク図

鉄道駅を53駅有する、政令指定都市で2番
目に鉄道駅密度の高い都市である。

都市計画道路102路線（総延長約305km）の
うち、約67％の約203kmが完成している。

首都圏鉄道ネットワーク図

３．積極的に活用すべき川崎のポテンシャル
魅力ある都市拠点

川崎、武蔵小杉、新百合ヶ丘など、ターミナル駅を中心に、民間活力を活かしたまちづく
りによって、他都市に負けない魅力とにぎわいにあふれたまちに。

川崎駅周辺

新百合ヶ丘駅周辺

武蔵小杉駅周辺
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３．積極的に活用すべき川崎のポテンシャル
主要企業と研究開発機関の立地状況

本市には、研究開発機関が200以上立地しており、優秀な研究者・技術者が集結。

エクサ（本社）

デル（本社）

ミニットアジアパシフィック（本社）

マイコンシティ（南黒川）

キヤノンアネルバ（本社）

ＪＣＵ
（中央研究所）

ｅ・オータマ
（試験所）

商船三井
（技術研究所）

ハリウッド化粧品
（研究所、工場）

日立マクセル
（事業本部）

シーボン
（本社）

キヤノン
（事業所）

ミツトヨ（本社）

クノール食品
（本社・研究所）富士通

（本社、工場）

サントリー
（商品開発センター）

日本電産
中央モーター
基礎技術
研究所

東京応化工業（本社）

NEC（事業場、中央研究所）

三菱ふそうトラック・バス
（製作所、技術センター）

ソリッドスクエアビル

パイオニア（本社・研究所）

モトローラ
（オフィス）

黒田精工（本社）

キヤノン
（事業所）

味の素
（事業所、研究所）

日清製粉（工場）

昭和電工（事業所、
研究開発センター、
生産技術センター）

東亜石油（本社）

エリーパワー（工場）

旭化成ケミカルズ（製造所）

日本ゼオン（工場、研究所）

花王（工場）

日本ユニカー
（工業所、研究開発部）

日本ブチル（本社）

東燃化学（工場）

東燃ゼネラル石油
（工場、中央研究所）

JX日鉱日石エネルギー（製造所）

東芝
小向事業所
ー 研究開発ｾﾝﾀｰ
ー ﾏｲｸﾛｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽｾﾝﾀｰ
－ ｿﾌﾄｳｪｱ技術ｾﾝﾀｰ
浜川崎工場
ｽﾏｰﾄｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ
半導体研究開発ｾﾝﾀｰ
半導体ｼｽﾃﾑ技術ｾﾝﾀｰ分室

マイコンシティ（栗木）

富士通ゼネラル
（研究所）

神奈川科学技術アカデミー

日本ロレアル
（研究開発センター）

ハーゲンダッツ（R&Dセンター）

デュポン
（エレクトロニクスセンター）

かながわサイエンスパーク
KSP

セントラル硝子（工場）

日本触媒（工場、研究所）D&Mホール
ディングス（本社）

東京電力（発電所）

長谷川香料
（総合研究所）

第一高周波工業
（技術統括部）

メルセデス・ベンツ
（研究開発知的財産管理）

日本トイザらス
（本社）

新川崎創造のもり
サイエンスパーク
K2タウンキャンパス
KBIC  NANOBIC

JFEエンジニアリング（研究所）
ＪＦＥスチール（研究所）

日油（工場）

ゼロ・エミッション工業団地
テクノハブイノベーション

THINK

殿町３丁目地区
（ＫＩＮＧ ＳＫＹＦＲＯＮＴ）

実験動物中央研究所
（再生医療・新薬開発センター）

明治大学
地域産学連携研究センター

川崎生命科学・環境研究センター
（ＬｉＳＥ）

３．積極的に活用すべき川崎のポテンシャル
高度な技術力を有する中小企業の立地状況

さらに、高度な技術力を有する中小企業も集積。

麻生区

長津製作所（中丸子）

宮前区

多摩区

高津区

中原区

幸区

川崎区

営電（栗木）

武蔵エンジニアリング（栗木）

栄通信工業（市ノ坪）

常光（宇奈根）

ニクニ（久地）

マイクロ・ダイヤモンド

（坂戸）

三木プーリ（今井南町）

神津精機（栗木）

アルファクス（下新城）

伸和コントロールズ（五力田）

「元気なモノ作り中小企業３００社」（経済産業省）に選定された市内中小企業 １６社

ＪＫＢ（下作延）
南陽（二子）

昭特製作所（二子）

日本理化学工業（久地）
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市民の皆様とともに育ててきた、魅力的な文化資源が豊富に存在。

３．積極的に活用すべき川崎のポテンシャル
魅力的な文化・芸術・スポーツ資源

音楽のまち・かわさき スポーツのまち・かわさき

魅力的な文化施設

フランチャイズ
オーケストラ
「東京交響楽団」

平成26（2014）年７月に
10周年を迎えたミューザ川崎シンフォニーホール→

〈サッカー･Ｊ１リーグ〉 川崎フロンターレ

・かわさきスポーツパートナー

・川崎国際多摩川マラソン

・多摩川リバーサイド駅伝

・国際トランポリンジャパンオープン

・東京オリンピック・パラリンピック開催に向け
た取組

多摩川マラソン オールスポーツコミュニティ

©Fujiko-Pro藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム

かわさき宙と緑の科学館→

←東海道
かわさき宿
交流館

４．新たな飛躍に向けたチャンス
計画策定にあたっての３つの基本認識

• 「将来を見据えて乗り越えなければ
ならない課題」へのいち早い対応

• 「将来を見据えて乗り越えなければ
ならない課題」へのいち早い対応課題

• 「積極的に活用すべき川崎の
ポテンシャル」を最大限に活用

• 「積極的に活用すべき川崎の
ポテンシャル」を最大限に活用ポテンシャル

• 「新たな飛躍に向けたチャンス」を
的確に捉える

• 「新たな飛躍に向けたチャンス」を
的確に捉えるチャンス
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４．新たな飛躍に向けたチャンス
川崎を含む東京圏が国家戦略特区に指定（ライフイノベーションの推進）

今年の５月、本市を含む東京圏が、国の成長戦略の一つである「国家戦略特区」に指
定されたところ

「キングスカイフロント」ではライフサイエンス分野の企業集積が進んでおり、今後、健
康・医療分野の産業の活性化を通じて、日本経済を牽引。

CYBERDYNE（サイバーダイン）（株）
平成26年10月8日土地譲渡契約締結

（公社）日本アイソトープ協会
平成28年度 竣工予定

（仮称）ものづくりナノ医療
イノベーションセンター
平成26年度中運営開始予定

川崎生命科学・環境研究
センター（LiSE）
平成25年3月運営開始

実中研 再生医療・
新薬開発センター
平成23年7月運営開始

（仮称）神奈川県ライフ
イノベーションセンター
平成28年度 運営開始予定

ジョンソン・エンド・ジョンソン（株）
東京サイエンスセンター
平成26年8月 運営開始

羽田空港

国立医薬品食品衛生研究所

平成28年度 竣工予定

大和ハウス工業（株）

平成26年6月30日
土地譲渡契約締結

富士フイルムRIファーマ（株）
平成26年8月18日土地譲渡契約締結

クリエートメディック（株）

平成28年度 竣工予定

凡例
運営開始済

整備中、整備予定

４．新たな飛躍に向けたチャンス

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会への期待

東京オリンピック・パラリンピック大会やそれに伴う羽田空港のさらなる国際化が、首都圏の活
力の増強につながると期待。

出典：三菱総合研究所「オリンピックレガシーに関する意識調査」（平成２６(2014)年1月）

2020年東京大会に対する期待（2020年東京大会を契機に社会が良くなるか？）

東京大会を契機に期待する社会変化

社会が良くなることへ
の期待

約５割

期待の高い分野
１位 観光・地域活性化
２位 国際交流・平和
３位 健康増進
４位 （安全）レジリエンス
５位 環境
６位 復興

合計

東京

関東６県

東北３県

その他

健康増進

観光・地域活性化

国際交流・平和

復興加速

レジリエンス

環境先進

注：重視すべき順位を１～１０位まで回答したデータについて１位１０点、２位９点…１０位１点として点数化

社会活動伸長

モビリティ

全員参加型

教育充実・能力発揮
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おわりに
最幸のまち かわさきを目指して
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